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蒲郡市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正

する条例 

 

別紙のとおり 

 

提案理由 

情報通信技術を活用した行政の推進を図るため提案する。 



 



蒲郡市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正

する条例 

 

蒲郡市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１８年蒲郡

市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

  蒲郡市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例 

第１条中「条例等の規定に基づく申請、届出その他の手続等に関し、電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行うことがで

きるようにするための共通する事項」を「情報通信技術（デジタル社会形成基本法

（令和３年法律第３５号）第２条に規定する情報通信技術をいう。以下同じ。）を活

用した行政の推進について、情報通信技術を利用する方法により手続等を行うため

に必要となる事項」に改める。 

第３条第１項中「のうち規則等（執行機関の規則、公営企業の管理規程及び議会

の規則をいう。以下同じ。）で定めるもの」を削り、「、規則等」の次に「（執行機関

の規則、公営企業の管理規程及び議会の規則をいう。以下同じ。）」を加え、「申請等

をする者」を「その手続等の相手方」に改め、「電子情報処理組織をいう」の次に「。

以下同じ」を加え、同条第４項中「かかわらず、」の次に「電子情報処理組織を使用

した個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード

をいう。第７条において同じ。）の利用その他の」を加え、同条に次の１項を加える。 

５ 第１項の場合において、市の機関は、当該申請等に関する他の条例等の規定に

より使用料及び手数料の納付の方法が規定されているものについては、当該条例

等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術

を利用する方法であって規則等で定めるものをもって当該使用料及び手数料の納

付をさせることができる。 

第４条第１項中「のうち規則等で定めるもの」及び「(市の機関の使用に係る電子

計算機と処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。)」を削り、同項に次のただし書を加える。 

ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電子情報処理組織を使用する方法に

より受ける旨の規則等で定める方式による表示をする場合に限る。 



第５条第１項及び第６条第１項中「のうち規則等で定めるもの」を削る。 

第７条の見出し中「手続等に係る電子情報処理組織の使用」を「情報通信技術を

活用した行政の推進」に改め、同条中「使用して行わせ、又は行うことができる」

を「使用する方法により行うことができる市の機関に係る」に、「情報通信の技術の

利用」を「情報通信技術を活用した行政の推進」に改め、同条を第８条とし、第６

条の次に次の１条を加える。 

（添付書面等の省略） 

第７条 市の機関は、申請等をする者に係る住民票の写しその他の市の機関が定め

る書面等であって当該申請等に関する他の条例等の規定において当該申請等に際

し添付することが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわら

ず、市の機関が、当該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用した個人番

号カードの利用その他の措置であって当該書面等の区分に応じ規則等で定めるも

のにより、直接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認す

べき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付を要し

ないこととすることができる。 

本則に次の１条を加える。 

（雑則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市の

機関が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


